
訪問看護重要事項説明書（介護保険） 

令和 8 年 4 月 1 日現在 

 

１ 事業者の概要 

事業者名 特定医療法人 共和会 

所在地 大府市梶田町 2-123 

代表者名 理事長 西岡 和郎 

連絡先 電話：0562-46-2222 FAX：0562-47-6577 

 

２ 事業所の概要 

事業所名 訪問看護ステーション アイリス大府 

所在地 大府市共栄町九丁目 7 番地 15 共和フラワーマンション 106 

連絡先 電話：0562-87-3682  FAX：0562-87-3683 

事業所番号 2364290169 

管理者名 石坂 裕教 

事業実施地域 
大府市、東海市、豊明市、刈谷市、知立市、名古屋市緑区・南区、 

東浦町 

 

３ 職員体制 

看護師 管理者 1 名、常勤 2.5 名以上（常勤換算）、非常勤 1 名以上 

准看護師 常勤 1 名以上 

作業療法士 非常勤 1 名以上 

事務員 非常勤 1 名以上 

 

※訪問看護の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に 

 看護職員の代わりに作業療法士が行うことがあります。 

 

※訪問リハビリのご利用については、定期的な看護職員による訪問が必要となります。 

 

 

４ 営業日、営業時間等 

営業日 月曜日～金曜日 

休業日 土・日・祝日・夏季休暇・12 月 29 日～1 月 3 日 

営業時間 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

サービス提供時間 午前 9 時～午後 5 時（24 時間対応体制あり） 



５ 運営の方針 

（１）指定訪問看護の提供に当たって、ステーションの従業者は、要介護者等の心身

の特性を踏まえて、全体的な日常動作の維持、回復を図るとともに、生活の質

の確保を重視した在宅療養が継続できるように支援します。 

（２）指定介護予防訪問看護の提供に当たって、ステーションの従業者は、要支援者

等が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、

その療養生活を支援するとともに、利用者の心身の機能の維持回復を図り、も

って利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとします。 

（３）事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの

綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

 

６ サービスの内容 

（１）病状、障害の観察 

（２）清拭、洗髪等による清潔の保持 

（３）食事および排泄等、日常生活の世話 

（４）褥瘡の予防・処置 

（５）リハビリテーション 

（６）ターミナルケア 

（７）認知症患者の看護 

（８）療養生活のための介護方法の指導 

（９）カテーテル等の管理 

（１０）その他医師の指示による医療処置 

 

７ 個人情報の保護 

（１）利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び

厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めるものとします。 

（２）事業者が得た利用者又はその家族の個人情報については、事業所での介護サー

ビスの提供以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供に

ついては必要に応じて利用者又はその家族の同意を得るものとします。 

 

この頁、以下余白 

 

 

 

 

 

 



８ 利用料金 

（１）時間別単価 

訪問看護Ⅰ 1 （20 分未満） 314 単位 

訪問看護Ⅰ 2 （30 分未満） 471 単位 

訪問看護Ⅰ 3 （30 分以上 60 分未満） 823 単位 

訪問看護Ⅰ 4 （60 分以上 90 分未満） 1,128 単位 

訪問看護Ⅰ 5 （1 回につき 20 分） 

理学療法士・作業療法士・言語療法士 
294 単位 

 

（１）介護予防 時間別単価 

介護予防訪問看護Ⅰ 1 （20 分未満） 303 単位 

介護予防訪問看護Ⅰ 2 （30 分未満） 451 単位 

介護予防訪問看護Ⅰ 3 （30 分以上 60 分未満） 794 単位 

介護予防訪問看護Ⅰ 4 （60 分以上 90 分未満） 1,090 単位 

介護予防訪問看護Ⅰ 5 （1 回につき 20 分） 

理学療法士・作業療法士・言語療法士 
284 単位 

 

※准看護師については、所定単位数の 90／100 で算定となります。 

 

 

＜その他加算・減算要素＞ 

初回加算Ⅰ 

初回および過去 2 月間に、事業所から訪問看

護を提供しておらず、退院した日に訪問看護

を行った場合 

350 単位 

初回加算Ⅱ 

初回および過去 2 月間に、事業所から訪問看

護を提供しておらず、退院した翌日以降に訪

問看護を行った場合 

300 単位 

緊急時訪問看護加算Ⅰ 

24 時間連絡、相談及び緊急時訪問が行える体

制であり、業務管理体制の整備が行われてい

る場合 

600 単位 

緊急時訪問看護加算Ⅱ 
24 時間連絡、相談及び緊急時訪問が行える体

制にある場合 
574 単位 

長時間訪問看護加算 
1 回の所要時間が 90 分を超える場合、訪問看

護 3 の単位数に加算 
300 単位 

早朝、夜間等の加算 

早朝（午前 6 時～午前 8 時） 

夜間（午後 6 時～午後 10 時） 
25％加算 

深夜（午後 10 時～午前 6 時） 50％加算 



退院時共同指導加算 
退院／退所するに当たり、看護師等の退院時

共同指導に関する加算 
600 単位 

特別管理加算Ⅰ 

在宅悪性腫瘍患者指導管理等を受けている状

態や留置カテーテル等を使用している状態で

ある者に対する特別な管理に関する加算 

500 単位 

特別管理加算Ⅱ 

在宅酸素療法指導管理等を受けている状態や

真皮を超える褥瘡の状態等にある者に対する

特別な管理に関する加算 

250 単位 

ターミナルケア加算 
在宅で死亡した際に関する加算 

（介護予防を除く） 
2,500 単位 

看護体制強化加算Ⅰ 

前 6 月の緊急時訪問看護加算・特別管理加算

算定割合実績および前 12 月のターミナルケ

ア加算 5 名以上に関する加算 

550 単位 

看護体制強化加算Ⅱ 

前 6 月の緊急時訪問看護加算・特別管理加算

算定割合実績および前 12 月のターミナルケ

ア加算 1 名以上に関する加算 

200 単位 

予防看護体制強化加算 
前 6 月の緊急時訪問看護加算・特別管理加算

算定割合実績に関する加算 
100 単位 

専門管理加算 
専門の研修を受けた看護師が計画的な管理を

行った場合 
250 単位 

看護介護職員連携強化

加算 

訪問介護事業所と連携、訪問介護員への支援

に関する加算 

（介護予防を除く） 

250 単位 

複数名訪問看護加算Ⅰ 
2 人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合

に加算 

(30 分未満) 254 単位 

(30 分以上) 402 単位 

複数名訪問看護加算Ⅱ 
看護師等と看護補助者が同時に訪問看護を行

う場合に加算 

(30 分未満) 201 単位 

(30 分以上) 317 単位 

サービス提供体制強化

加算 

看護師等の研修等の実施かつ勤続年数の割合

に関する加算 
6 単位 

口腔連携強化加算 
職員が口腔内の状況を評価、歯科医師と連携

相談した場合の加算 
50 単位 



理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士による

訪問 

介護 

（1 日に 2 回を超えたら、1 回につき） 
10％減算 

介護予防 

（1 日に 2 回を超えたら、1 回につき） 
50％減算 

介護予防 

（利用開始した月から起算して 12 月を超え

たら、1 回につき） 

5 単位減算 

要件に該当せず、介護予防（利用開始した月

から起算して 12 月を超えたら、1 回につき） 
15 単位減算 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による

訪問回数が看護職員の訪問回数を超えている

場合又は特定の加算を算定していない場合（1

回につき） 

8 単位減算 

集合住宅における 

サービス提供 

利用者が事業所と同一敷地内または隣接する

建物（有料老人ホームなど）に居住する場合、

上記以外の範囲に所在する建物に居住する場

合（1 月あたり 20 人以上の場合）に減算する 

10％減算 

 

 

地域単価（7 級地） 10.21 円 負担率 1 割～3 割 

 

◎自己負担の目安 

（基本利用料＋加算分）×地域単価×負担率となります。 

 

 

（２）キャンセル料 

サービス利用日の前日まで 無料 

サービス当日 利用料の 100％ 

※利用者の容態の急変などやむを得ない事情がある場合は、キャンセル料は不要です。 

 

 

（３）その他料金 

交通費 

（通常の事業の実施地域を越えてから） 1km あたり 100 円+税 

日常生活上必要な衛生材料 実費相当額 

死後処置料 10,000 円+税 

 

 



９ 利用料金の請求及び支払方法 

（１）事業者は利用者に対し、毎月末日締めで、翌月中旬以降に請求書と利用料明細

書を作成しお渡しします。領収書はご入金確認後お渡しさせて頂きます。 

（２）口座からの引き落とし日は、翌々月の 6 日となります。6 日が銀行休業日の場

合は、翌営業日が引き落としとなります。 

（３）領収書の再発行はできませんので、大切に保管して下さい。やむを得ず、領収

書が必要な場合は、支払証明書を発行させて頂きます。 

（証明書料：1,500 円+税） 

 

１０ 相談窓口・苦情対応 

（１）事業者は、自ら提供したサービスに係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に 

対応します。 

（２）事業者は、自らが提供したサービスに関し、介護保険法の規定により市町村が

行う文書その他の物件の提出もしくは提示の求め又は当該市町村の職員からの

質問もしくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協

力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又

は助言に従って行います。 

相談苦情 

窓口 

対応時間：月曜日～金曜日 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

電話番号：0562-87-3682 

訪問看護ステーション アイリス大府  担当者：管理者 石坂 裕教 

その他 

関係機関 

○愛知県国民健康保険団体連合会 介護福祉室  電話：052-971-4165 

○東海市・大府市（知多北部広域連合事業総務課）電話：052-689-1651 

○豊明市役所                 電話：0562-92-1111 

○刈谷市役所                 電話：0566-23-1111 

○知立市役所                 電話：0566-83-1111 

○名古屋市 

（名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課）  電話：052-961-1111 

 

１１ 緊急時の対応 

訪問看護サービスの提供を行っている時に、利用者に病状の急変等が生じた場合には 

必要に応じて臨機応変の手当てを行うとともに、速やかにご家族、主治医に連絡を取 

り、主治医の指示を求める等の必要な対応をします。 

 

主治医  

医療機関名  

電話番号  



１２ 事故発生時における対応 

（１）サービス提供にあたって、利用者の生命、身体、財産に損害を与えるような事

故が発生した場合、市町村、ご家族、関係機関へ連絡し、適切な処置を行いま

す。 

（２）事故の状況及び事故に際してとった処置について記録します。 

（３）賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。ただし、

事業者は自己の責に帰すべき理由がなかった場合はこの限りではありません。 

（４）事故が生じた場合には、その原因を解明し再発防止のための対策を行います。 

 

１３ サービスの停止 

（１） 気象庁発表による地震や台風などの天災害のために安全に訪問に伺えない状

況の際は電話連絡の上で当日のサービスを中止させていただくことがありま

す。 

（２） 飲酒、暴言暴力、これらに類する状態の為に正常なサービスの提供が困難だ

と判断した際は、管理者の判断で当該サービスの中止をさせていただくことが

あります。 

（３） （１）の理由で所定訪問時間に満たないものは主治医に連絡、短時間訪問、

または訪問看護単位を変更させていただきます。 

（４） 疾患や症状によらない不当な要求や暴言暴力、ハラスメントおよびハラスメ

ント類似行為が発生した際は管理者に報告の上で当該サービスの中止をさせ

ていただきます。 

 

１４ 人権擁護・虐待の防止について 

（１）事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために

次に掲げるとおり必要な措置を講じるものとします。 

①虐待防止に関する担当者を選定しています。 

②虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果に 

ついて従業者に周知徹底を図っています。 

③従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。

④利用者およびその家族からの苦情処理体制の整備を行います。 

（２）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親

族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速や

かに、これを市町村に通報します。 

 

（相談窓口） 

訪問看護ステーション 

アイリス大府 

対応時間：月曜日～金曜日 午前 8 時 30～午後 5 時 15 分 

電話番号：0562-87-3682 担当者：管理者 石坂 裕教 

 



 

１５ 身体拘束等の禁止について 

（１）事業所は、サービス提供にあたっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体

を保護するための緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動

を制限する行為（以下「身体拘束等」という）を行いません。 

（２）事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録

するものとします。 

（３）事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に揚げる措置を講じるものとし

ます。 

①身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催すると 

ともに、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

②身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

③従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

 

１６ 衛生管理等について 

（１）従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）指定訪問看護事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じるものとします。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委 

員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業

者に周知徹底しています。 

②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。

③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的 

に実施します。 

 

 

１７ 業務継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護等の提供

を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものと

します。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行います。 



１８ ハラスメントの防止等について 

事業所は、適切な指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護の提供を確保する観点から

職場におけるハラスメント及びカスタマーハラスメントの防止のため次の措置を講

じるものとします。 

（１）ハラスメント防止のため、従業者に対する新規採用時及び年１回以上の定期

的な研修を実施するとともに、周知と啓発をします。 

（２）ハラスメント防止のための指針の整備、相談体制の整備をします。 

（３）被害者への配慮のための取り組みをします。 

 

 

 

 

以下余白 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問看護サービス内容は、以下の通りです。 

１ サービス内容 

  □ 状態観察             □服薬確認・管理・指導 

  □ 療養相談・指導          □緊急時の対応 

  □                  □ 

 

２ サービス提供日時 

 

 

３ サービス担当者 

（                       ）看護師 

（                       ）作業療法士 

（                       ）准看護師 

上記のサービス提供責任者は、（ 石坂 裕教 ）です。 

 

※なお、病状・状況により、サービス内容が変更になることがございます。 

※事業所の都合により訪問日時・担当者を変更する場合は、事前に連絡致します。                                         


